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日本信号株式会社との資本業務提携契約終了に関するお知らせ 

 

当社は、2026年７月31日開催の取締役会において、日本信号株式会社（本社：東京都千代田

区、代表取締役社長：後藤 隆一、以下「日本信号」）との資本業務提携契約の終了について下

記のとおり決議しましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．資本業務提携契約を終了する理由 

当社と日本信号は、2015 年８月 25 日付で資本業務提携契約を締結し、交通管理者および道路

管理者向け市場における販路拡大、製品ラインアップの充実ならびに海外市場での協業を目的

として、事業活動を推進してまいりました。（2015 年８月 25 日付「資本業務提携および第三者

割当増資による新株式発行に関するお知らせ」をご参照ください。） 

その後、一定の成果を上げてまいりましたが、事業環境の変化および資本市場における資本効

率性向上の要請を踏まえ、資本関係を解消して事業展開を推進することが両社の企業価値向上

に資すると判断したことから、両社は協議のうえ、資本業務提携契約を終了することで合意いた

しました。なお、本契約は終了いたしますが、両社の事業発展に向けた取引関係は継続してまい

ります。 

 

２．終了する資本業務提携の内容 

当社は、本日時点において日本信号の普通株式 86,600 株（発行済株式総数（自己株式を除く。）

に対する所有割合 0.14%）を保有しております。 

日本信号は、本日時点において当社普通株式 440,000 株（発行済株式総数（自己株式を除く。）

に対する所有割合 3.61％）を保有しております。 

当該株式の取扱いについては、今後両社で協議のうえ売却を進めます。 

 

 

 

会 社 名 名 古 屋 電 機 工 業 株 式 会 社

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 服 部 高 明

（コード番号：6797 東証スタンダード・名証メイン）

問 合 せ 先 取  締  役 鬼 頭 達 史

（ＴＥＬ．  052－443－1111）



 

３．相手先の概要 

（１）名称 日本信号株式会社 

（２）所在地 東京都千代田区丸の内１－５－１ 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 後藤 隆一 

（４）事業内容 鉄道信号、スマートモビリティ、ＡＦＣ、Ｒ＆Ｓの製造および

販売 

（５）資本金 100 億円 

（６）設立年月日 1928 年 12 月 27 日 

（７）大株主及び持ち株比率 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）  12.02% 

富国生命保険相互会社                             7.68% 

日本信号取引先持株会                             5.66% 

日本信号グループ社員持株会                        4.99% 

株式会社みずほ銀行                                3.53% 

（８）当社と当該会社との関係 

  ・資本関係 

 

  ・人的関係 

  ・取引関係 

 

 

  ・関連当事者への該当状況 

 

当社普通株式 440,000 株（発行済株式総数（自己株式を除く。）

に対する所有割合 3.61％）を保有しております。 

該当事項はありません。 

交通管理者および道路管理者向け市場における販路拡大、製品

ラインアップの充実ならびに海外市場での協業の取り組みを

行っております。 

該当事項はありません。 

（９）最近３年間の経営業績及び財政状態（連結）           （単位：百万円） 

決算期 2024 年３月期 2025 年３月期 2026 年３月期 

純資産 96,821 102,623 114,336 

総資産 165,295 166,240 172,224 

１株当たり純資産（円） 1,552.35 1,645.37 1,833.16 

売上高 98,536 106,859 114,071 

営業利益 6,824 9,906 11,701 

経常利益 7,893 10,789 13,024 

親会社株主に帰属する当期純利益 5,346 8,503 11,594 

１株当たり当期純利益（円） 85.71 136.34 185.89 

１株当たり配当金（円） 31.00 43.00 56.00 

 

 

４．日程 

本業務資本提携契約の終了日 2026 年８月 24 日 

 

５．今後の見通し 

本件による当社連結業績に与える影響は軽微なものと見込んでおります。 

今後、業績見通しに影響があることが判明した場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以上 


